
「景気動向に関するアンケート調査」報告書         令和 5年 8月 31日 

 

【調査趣旨】 

神栖市商工会会員事業所の現状把握および今後の支援策について検討することを目的とする。 

 

【調査概要】 

調査時期：2023年 7月 1日～7月 31日 

調査対象：商工会会員事業所等 

調査方法：窓口・FAX・Webアンケート 

回答数：108件 

 

【今回調査の業種別 DI】（令和 5 年 4～6 月を 1～3 月と比較） 

項  目 全業種 製造業 小売業 建設業 卸売業 サービス業 

１．景況感 △ 24.0 △ 50.0 △ 38.0 △ 21.9 △ 20.0 △ 3.3 

２．売 上 △ 20.4 △ 41.7 △ 34.5 △ 18.8 △ 20.0 0.0 

３．仕入(原材料)価格  72.2  8.3 86.3 75.0 80.0 80.0 

４．利 益 △ 44.4 △ 33.3 △ 69.0 △ 43.7 △ 60.0 △ 23.3 

５．資金繰り △ 29.6 △ 41.7 △ 31.1 △ 31.2 0.0 △ 26.7 

６．3 ヶ月先の見通し △ 17.6 △ 25.0 △ 41.4 △ 15.6 0.0 3.3 

※ＤＩは、好転（増加・上昇）から悪化（減少）を引いた値 

 

【調査結果の概要】 

景況感では、製造業が△50.0 と悪化割合が最も大きいのに対し、サービス業では△3.3 と悪化割合は少なく

業種間で大きな差が表れているものの、全体的には悪化していると感じている事業所が多い。 

売上では 5業種のうち 4業種で減少となっている事業所が多かったが、サービス業では 0.0 と大きな変動が

無い事業所が多かった。 

仕入(原材料)価格では、製造業では仕入価格が上昇した事業者がやや少なかったが、他の 4業種では多く

の事業所で上昇していることが分かる。 

利益では、最も利益が減少したのは小売業で、その他の業種においても利益が減少した事業所が多かったこ

とが分かる。 

資金繰りでは、卸売業では 0.0 と悪化している事業所は少なかったが、製造業では△41.7 と最も悪化してい

る事業所が多かった。 

3 ヶ月後の見通しでは、サービス業では悪化より好転すると回答した事業者が上回っており、卸売業の現状と

変わらない見通し以外の業種では、小売業の△41.4など厳しい見通しをしている。 

全体的に厳しい状況が続いていることが分かるが、サービス業の一部では明るい兆しもうかがえる。 



【項目別アンケート結果（全業種）の詳細】 
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その他、お気づきの点やご意見ご要望について 

 

・別に期待してないです。 

・税金が高くなり続けるけど、国民が住み良い国家にならないし、暗い未来しか見えない 

・少額の取引に対してのインボイスの扱いがわからない、手間と時間とお金の負担が大き過ぎな気がする。 

・特になし。 

・電子帳簿、安くできるやり方を教えてください。 

・カード支払いの増加、カード手数料金の負担。他に転嫁することはできないのか？ 

・賃上げをするように政治家や世論は安易に言ってますが、賃上げをするには原子が無くては成り立たない

と思います。受注高そして物資の安定なくしては賃上げは無理です。それと事業をすることに必要とされて

いる様々な許可があまりにも厳しすぎます。中小企業に寄り添い、成長させるように導かなければ中小企

業は生きられませんのでそのところをどうぞよろしくお願い致します。 

・今がいいとは言えませんが、これからの景気を心配します。 

 

景気動向に関するアンケート調査結果（2023年７月） 

実施・編集 神栖市商工会 

お問合せ  ℡0299-92-5111 
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コロナ感染症 ウクライナ物価高 価格転嫁 賃上げ インボイス制度 電子帳簿保存法

７．経営への影響などについて

経営に影響が出ている 対策の必要性を感じている

コロナウイルス感染症については行動規制の緩和などが行われているが、会員事業所においては、未だ

に経営への影響が出ており、ウクライナ関連の物価高や賃金引上げ等と重なり、多くの事業所では厳しい経

営環境となっていることがうかがえる。 

また、この厳しい経営環境が続く中、仕入価格高騰や燃料費高騰など物価高騰やそれに係る価格転嫁、

さらに令和５年１０月から始まるインボイス制度や最低賃金引上げ、令和６年１月から始まる電子帳簿保存

法などの対応の必要性を感じている事業所が多い。 

 


